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令和３年度第１０回庁議提案  審議・報告・その他 

                    提 出 日：令和３年８月２４日 

                    担当部・課：財務部納税課〔内線３１３２〕 

                          会計管理者会計課〔内線６８３２〕 

① 件  名 

 感染症拡大防止に向けた市税等口座振替推進キャンペーンの実施とスマホ収納の導入による納付

環境の充実について（新型コロナウイルス感染症対策） 

② 施策等を必要とする背景及び目的（理由） 

【背景】 

  市税等の納付手続の簡素化と市民の利便性の向上を図るため、口座振替をはじめ、コンビニ収

納やゆうちょ銀行での納付書納付取扱いなど、納付環境の整備を進めてきたところであるが、昨

今の新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止に向け、人と人との接触機会を減らす取組の強化

が求められている。 

  

【目的】 

  対面手続による新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観点から、市役所や金融機関の窓

口、コンビニに赴く必要がない口座振替での納付の推進を目的に、市税等に係る口座振替推進キ

ャンペーンを実施し、併せて、スマートフォン決済アプリを活用した納付環境を整備し、キャッ

シュレス化による非接触型納付環境の充実を図るもの。 

③ 根拠法令及び総合計画又は個別計画との整合性 

【根拠法令】 

１ 感染拡大防止市税等口座振替推進キャンペーン 

地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号） 

２ スマホ収納 

    地方自治法（昭和２２年法律第６７号） 

地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号） 

 

【〔総合計画との整合性 総合計画の位置付け：有・無〕 又は 〔個別計画との整合性〕】  

第１章 ともに創る協働のまち 

  第４節 安定した行財政運営を構築する 

   １  持続可能な行財政運営を推進する  

④ 提案に至るまでの経過（市民参加の有無とその内容を含む。） 

平成２７年４月 コンビニ収納取扱い開始 

令和 ３年３月 スマホ収納導入に係る市指定金融機関及び関係課打ち合わせ 

     ８月 財務部、会計課協議 

        新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金実施計画裁定 

⑤ 主な内容 

１ 感染拡大防止市税等口座振替推進キャンペーンの実施 

(1) 実施内容  キャンペーン期間中に新規で口座振替の申し込みをし、条件を満たした全ての 

  の方へ QUO カード（１，０００円分）を贈呈する。  

(2) 実施期間  令和３年１０月１５日（金）から令和３年１２月１５日（水）まで 

(3) 受付場所  市役所各担当課（郵送申込可）、各総合支所、各支所の窓口 

石巻市指定金融機関、収納代理金融機関 

㈱七十七銀行、石巻信用金庫、㈱仙台銀行、石巻商工信用組合、㈱東北銀行、 

       ㈱岩手銀行、㈱北日本銀行、㈱荘内銀行、東北労働金庫、いしのまき農業 

協同組合、宮城県漁業協同組合石巻総合支所、㈱ゆうちょ銀行 
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(4) 対象税目等 市県民税（普通徴収）、固定資産税・都市計画税、軽自動車税（種別割）、 

国民健康保険税、下水道事業受益者負担金、下水道事業受益者分担金、農業 

集落排水事業分担金、浄化槽事業分担金、介護保険料、保育料、食材料費、 

後期高齢者医療保険料、災害援護資金貸付金（災害援護資金貸付金利子含む。） 

延長保育料、放課後児童クラブ利用負担金、防災集団移転用地貸付料 

(5) 対象条件  令和３年度において納税、納付義務があり、キャンペーン期間中に新規で口座 

  振替の申し込みをした方で、次のいずれにも該当しないこと。 

①すでに口座振替をしている税金、料金等の口座を変更した場合 

②納税組合に加入している場合 

③税金、料金等に滞納がある場合 

(6) その他   QUO カードは、口座振替の申し込みが確認できた方へ後日郵送する。 

２ スマホ収納の導入 

(1) 実施内容  コンビニ収納サービスを実施している市税等（３０万円以下）について、スマ 

 ートフォンを活用したキャッシュレス決済を導入する。 

(2) 実施日   令和４年４月開始予定 

(3) 対象税目等 上記口座振替対象税目等及び奨学金貸付金。ただし、延長保育料、放課後児童    

クラブ利用負担金、防災集団移転用地貸付料は除く。 

(4) 利用できるアプリ提供会社 ①PayB、②Pay Pay、③LINE Pay、④支払い秘書 

             ※②③は、奨学金貸付金、災害援護資金貸付金の取扱不可 

⑥ 実施した場合の影響・効果（財源措置及び複数年のコスト計算を含む。） 

【影響・効果】 

  市役所、金融機関等での対面による納付場面が減少し、新型コロナウイルス感染症の感染拡大

防止が期待されるとともに、納付環境の多様化による市民の利便性の向上が図られる。 

【市財政への負担】  

 １ 感染拡大防止市税等口座振替推進キャンペーン 

需用費   ３５７千円 ポスター作製等 

役務費   ５３９千円 新聞広告料等 

委託料 ３，５０７千円 キャンペーン景品発送等業務（QUO カード購入費含む。） 

合 計 ４，４０３千円  

（財源）新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 ４，４０３千円 

 ２ スマホ収納 

委託料 ４，６４６千円 総合収納システム及び財務会計システム改修業務  

（財源）一般財源 

⑦ 他の自治体の政策との比較検討 

 感染拡大防止市税等口座振替推進キャンペーンは県内実施自治体なし 

県内スマホ収納導入市 

東松島市、仙台市、塩竃市、白石市、多賀城市、岩沼市、大崎市、富谷市 

⑧ 今後の予定及び施行予定年月日 

令和３年 ９月 市議会第３回定例会に関係補正予算案について提案 

１０月 キャンペーン実施の周知（市ホームページ、市報、新聞広告、ポスター掲示等） 

     感染予防口座振替推進キャンペーン実施（10/15～12/15） 

令和４年 ４月 スマホ収納開始 

⑨ その他 

 

 


